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第３回定例会において本委員会に付託された案件は、第９６号議案令

和元年度大分県病院事業会計決算の認定について、第９７号議案令和元

年度大分県電気事業会計利益の処分及び決算の認定について、第９８号

議案令和元年度大分県工業用水道事業会計利益の処分及び決算の認定に

ついて、第９９号議案令和元年度大分県一般会計歳入歳出決算の認定に

ついて及び第１００号議案から第１１０号議案までの令和元年度各特別

会計歳入歳出決算の認定についてである。

委員会は、１０月６日から１１月５日までの間に７回開催し、会計管

理者及び監査委員並びに部局長ほか関係者の出席、説明を求め、予算の

執行が適正かつ効果的に行われたか、また、その結果、どのような事業

効果がもたらされたか等について慎重に審査した。

以下、決算の概要（利益の処分を含む）及び審査結果について報告す

る。

１ 決算（利益の処分を含む）の概要

（１）令和元年度一般会計及び各特別会計歳入歳出決算の概要につ

いて

①一般会計

令和元年度の一般会計の歳入決算額は６，１９８億３，０９５万１，

２７２円で、前年度に比べ１億２，３７４万８，０５６円（０．０２％）

減少した。歳出決算額は５，９９９億８，８２０万２，２４８円で、前

年度に比べ３１億１，７６２万３，１０４円（０．５２％）減少した。

この結果、形式収支は１９８億４，２７４万９，０２４円の黒字、形

式収支から翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた実質収支は３１億

７，３４４万７，５１４円の黒字、実質収支から前年度実質収支を差し

引いた単年度収支は２億４４万２，６９１円の黒字となっている。

収入未済額は２１億５，１８５万３，８１６円で、個人県民税など県

税の収入未済が３，０９０万８，２５９円減少したこと等により、前年

度に比べ３，３４１万６，３３３円（１．５３％）減少している。

不納欠損額は１億１，９１６万６，７６６円で、前年度に比べ、県税

が１，９５６万２，８１５円減少したこと等により、１，３２４万８，

６０２円（１０．０１％）減少している。

②特別会計

１１の特別会計の歳入決算額の合計は２，６９８億７，７５４万４，

２６７円で、前年度に比べ１０１億９，５５２万８６１円（３．９３％）

増加し、歳出決算額は２，６４９億８，９５９万５，３９２円で、前年
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度に比べ９２億２，８６２万５４３円（３．６１％）増加している。

この結果、形式収支は４８億８，７９４万８，８７５円の黒字、実質

収支は４８億３，８８３万２，８７５円の黒字、単年度収支は１１億４，

７７８万４，３１８円の黒字となっている。

収入未済額は１０億４，２７８万９，１７７円で、中小企業設備導入

資金などが減少したものの、林業・木材産業改善資金などが増加したこ

となどにより、前年度に比べ１７９万４，５９８円（０．１７％）増加

している。

不納欠損額はない。

（２）令和元年度大分県病院事業会計決算の概要について

令和元年度の大分県病院事業における収益的収支の決算額は、病院事

業収益が１８０億４，０５５万７，０９９円、病院事業費用は１７３億

１，９９５万４，４０３円、資本的収支の決算額は、資本的収入が３４

億５，５４３万１５０円、資本的支出は４４億５９２万５，５１７円と

なった。

経営の状況は、経常利益５億３，２４９万４，４３４円（金額は消費

税及び地方消費税抜き。以下同じ。）で、前年度に比べ２億５，２３７

万１，６３６円（３２．２％）減少している。これに特別利益１億１，

９６３万６，１３５円と特別損失１，０９０万１，２９２円を加減した

当年度純利益は６億４，１２２万９，２７７円となり、５年連続の黒字

となった。また、これに前年度繰越利益剰余金２６億８，８７１万４２

６円を加算した当年度未処分利益剰余金は３３億２，９９３万９，７０

３円に増加した。

また、財政状態は、資産合計２５３億９，４３７万５，４１７円、負

債合計２０１億３，７７１万１，８９４円、資本金及び剰余金５２億５，

６６６万３，５２３円となっている。

なお、利益の処分は行わず、当年度末未処分利益剰余金３３億２，９

９３万９，７０３円は、全額繰越利益剰余金に計上する案となっている。

（３) 令和元年度大分県電気事業会計及び大分県工業用水道事業会計

決算（利益の処分を含む）の概要について

①電気事業会計

令和元年度の電気事業における収益的収支の決算額は、電気事業収益

が２３億６，２９２万７，２１９円、電気事業費用は１９億４，８５９
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万３，６０３円、資本的収支の決算額は、資本的収入が１０億７，１８

２万４５１円、資本的支出は１９億９，７４９万６，０４０円となった。

経営の状況は、経常利益４億１，０５５万８，２７５円（金額は消費

税及び地方消費税抜き。以下同じ。）で、前年度に比べ１億８，９５７

万５，２３６円（８５．８％）増加している。また特別損失１億２，０

８０万７，３４２円が発生したため、当年度純利益は２億８，９７５万

９３３円となった。また、これに前年度繰越欠損金６億９３６万２，５

２６円及びその他未処分利益剰余金変動額１億８，９９６万６，８４３

円を加算した当年度未処理欠損金は１億２，９６４万４，７５０円とな

った。

また、財政状態は、資産合計２０２億６，４６４万３，８０３円、負

債合計５０億７９４万５，２９０円、資本金及び剰余金１５２億５，６

６９万８，５１３円となっている。

なお、欠損金の処理案については、当年度末残高１億２，９６４万４，

７５０円、資本金への組入１億８，９９６万６，８４３円で、繰越欠損

金は３億１，９６１万１，５９３円と、前年度に比べ２億８，９７５万

９３３円（４７．５％）減少している。

②工業用水道事業会計

令和元年度の工業用水道事業における収益的収支の決算額は、工業用

水道事業収益が２４億２，７９１万４４６円、工業用水道事業費用は１

９億６，６３３万９，７７３円、資本的収支の決算額は、資本的収入が

４，３６４万１，２８３円、資本的支出は１４億６，０９７万３，５８

１円となった。

経営の状況は、経常利益４億４，３２７万７，９０１円（金額は消費

税及び地方消費税抜き。以下同じ。）で、前年度に比べ３，７１６万６，

４５６円（７．７％）減少している。また特別損益はないため当年度純

利益も４億４，３２７万７，９０１円となった。また、これにその他未

処分利益剰余金変動額２億９，７９８万５，２７３円を加算した（前年

度繰越利益剰余金は０円）当年度未処分利益剰余金は７億４，１２６万

３，１７４円となり、前年度に比べ１，２９２万８，２２９円（１．７

％）の減となった。

また、財政状態は、資産合計２４０億７，５９８万８，６８７円、負

債合計６０億４，０９６万４，４２５円、資本金及び剰余金１８０億３，

５０２万４，２６２円となっている。
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なお、未処分利益剰余金７億４，１２６万３，１７４円の処分案につ

いては、減債積立金への積立２億５，１１０万８，７４４円、建設改良

積立金への積立１億９，２１６万９，１５７円及び資本金への組入２億

９，７９８万５，２７３円となっている。

２ 審査結果

令和元年度の予算に計上された各般の事務事業は、議決の趣旨に沿っ

て概ね適正な執行が行われており、総じて順調な成果を収めているもの

と認められる。

審査の結果、第９６号議案令和元年度大分県病院事業会計決算の認定

については、認定すべきもの、第９７号議案令和元年度大分県電気事業

会計利益の処分及び決算の認定について並びに第９８号議案令和元年度

大分県工業用水道事業会計利益の処分及び決算の認定については、それ

ぞれ可決及び認定すべきもの、第９９号議案から第１１０号議案までの

令和元年度大分県一般会計及び各特別会計歳入歳出決算の認定について

は、いずれも認定すべきものと決定した。

なお、本委員会として、今後、特に改善又は検討を求める事項につい

て、次の項目にとりまとめたので、令和３年度の予算案に反映させるな

ど、適時適切な措置を講じられたい。

（１）財政運営の健全化について

令和元年度普通会計決算では、財政健全化判断比率である将来負担比

率が１７４．８％と前年度に比べ７．４ポイント上昇し、財政構造の弾

力性を示す指標である経常収支比率は９５．２％と前年度に比べ０．４

ポイント悪化している。

一方、県税の徴収強化等による歳入の確保や事務事業の見直しなどの

改革に取り組んだことから、令和元年度末の財政調整用基金残高は、「行

財政改革アクションプラン」の目標額を２６億６，６２６万６千円上回

る３５０億６，６２６万６千円となった。

県債残高は１兆３４７億９，２４６万２千円と前年度に比べ７８億６，

０１７万１千円（０．８％）増加し、さらに臨時財政対策債を除いた残

高も、前年度に比べ４１億５，２２５万６千円増加して６，３０４億３，

３５３万６千円となり、１８年ぶりの増加となる一方、実質公債費比率

が８．８％と前年度に比べ０．６ポイント減少し、改善している。

しかしながら、少子高齢化の進行に伴う社会保障関係経費の増加や県

有施設等の老朽化への対応など財政環境が厳しくなる中、国は基礎的財

政収支の黒字化に向け、「新経済・財政再生計画」の枠組みの下、歳出

改革等に向けた取組の加速・拡大を図っており、今後、地方に対する歳

出削減等を求める声が強まることが想定されることから、今年度抜本的

な見直しが行われた大分県長期総合計画「安心・活力・発展プラン２０
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１５」の確実な実施に向け、更なる効率的・効果的な行財政運営が求め

られる。

また、令和２年２月以降、日本国内で感染が確認されている新型コロ

ナウイルス感染症への対策や多発する大規模災害などの不測の事態に対

応できるよう、自主財源を始め歳入確保を図るとともに、財政調整用基

金への積立てを進め、一層の行財政基盤の強化に努める必要がある。

そのため、今後の施策推進に当たっては、各財政指標にも留意しなが

ら、新たに策定した「大分県行財政改革推進計画」も踏まえ、先端技術

を活用した新たな行財政改革の推進に取り組み、より一層の行財政運営

の効率化・健全化に尽力されたい。

（２）収入未済の解消について

収入未済の解消については、これまで各機関で早期対応や徴収技術の

向上に努めるなど取組の強化が図られている。令和元年度一般会計及び

特別会計は、県税及び中小企業設備導入資金等の収入未済額が減少した

ことにより、３１億９，４６４万２，９９３円と前年度に比べ３，１６

２万１，７３５円減少し、１０年続けて前年度を下回るなど一定の成果

が得られている。

しかしながら、児童措置費負担金など前年度に比べて増加しているも

のもあり、また、個人県民税を始めとする県税の滞納、貸付金償還金の

未収など、収入未済額全体としては、依然として多額にのぼっている。

厳しい財政状況の下、財源の確保及び負担の公平性の観点から、引き

続き収入未済額の縮減と新たな未収金の発生防止に努められたい。

なお、県税の徴収に当たっては、差押え等の滞納処分や申請による換

価の猶予など、個々の状況に応じた滞納整理により、収入未済額の圧縮

・解消に努められたい。

（３）個別事項について

①県庁におけるデジタル化の推進について

国では、デジタル庁の創設を掲げ、行政のデジタル化を進めるこ

ととしている。県においても、大分県行財政改革推進計画を策定し、

行政手続の電子化やＩＣＴを活用した業務の効率化に取り組んでい

る。

まずは庁内業務の電子手続やテレワークの更なる活用を進めると

ともに、押印の見直しや各種システムの有効活用など、県庁におけ

る行政手続のデジタル化の推進に努められたい。
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②ふるさと大分ＵＩＪターン推進事業について

県では、移住・定住の促進に取り組み、県外からの移住者数は３

年連続で千人を超え、昨年度は相談件数も過去最高となるなどの成

果を上げているが、目標とする水準には隔たりがあり、依然、社会

減に歯止めはかかっていない。

本事業では、エリアごとにターゲットを意識した移住相談会等の

開催や首都圏の若者を対象とする体験ツアーを実施するなど、多様

なニーズへ柔軟に対応しているが、移動の制約など新型コロナウイ

ルス感染症の影響が懸念されるところである。

今後は、コロナ禍における制約を幅広い層へきめ細かに対応する

ための機会とし、潜在的なニーズの掘り起こしや情報発信の工夫、

関係機関との更なる連携を図るなど取組の強化に努められたい。

③保健所及び県立病院の体制強化等について

新型コロナウイルス感染症対策において、保健所は濃厚接触者の

調査や住民からの電話相談の対応、地域医療体制を維持するために

医師会や医療機関と調整を行うなど、非常に重要な役割を担ってい

る。

また、県立病院においては感染症指定医療機関の中核として、保

健所等と連携を図り、患者の受入れや治療を行っている。

今後の新型コロナウイルス感染症と季節性インフルエンザの同時

流行や不測の事態に備えるため、保健所においては体制強化や業務

の効率化等、県立病院においては院内感染の防止を始め、診療業務

に携わる医療従事者の人員確保などによる負担軽減や職場環境の整

備等、それぞれの機関が機能を最大限に発揮できるよう努められた

い。

④防災意識向上疑似体験啓発事業について

本事業では、県民の防災意識向上のため、地震体験車やＶＲ映像

を活用して防災教育の推進を図っている。頻発化、激甚化する自然

災害などに備える上で、ＶＲは被災体験に替わる疑似体験創出のツ

ールの一つとして有効な手段であるが、その普及に関しては様々な

方式が考えられる。

ついては、市町村や地域の自主防災組織が取り入れやすく、より

多くの県民が体験できるような工夫を行い、積極的な展開を図られ

たい。
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⑤離島等サテライトオフィス整備推進事業について

労働力の減少やマーケットの縮小が懸念される中、サテライトオ

フィスの誘致は、これまでの積極的な企業訪問などの取組により、

目標を上回る成果を上げている。

今後は、場所や時間にとらわれない企業活動を行う様々な業種の

企業誘致を進めるため、コロナ禍におけるワーケーションやテレワ

ークなどの企業ニーズに的確に対応し、効果的な財源を活用しなが

ら、引き続き戦略的な企業誘致を推進するよう努められたい。

⑥女性が働きやすい職場環境への支援について

人口の減少による企業の人手不足が課題となる中、女性の就業機

会を創出し、多様な働き方を推進することは不可欠である。

県では、在宅ワークの推進や働きたい女性への総合的な支援とし

て、在宅ワーカー養成講座や再就職支援セミナーの開催などに取り

組んでいるが、不妊治療と仕事の両立を支援する職場環境の整備状

況は十分であるとは言えない。

ついては、国など関係機関の情報収集を行うなど情勢を的確に把

握し、女性が働きやすい就業形態が提供されるよう、企業における

職場環境の整備に努められたい。

⑦フラッグショップ活用推進事業について

フラッグショップ「坐来大分」では、「食に情報をのせて」をコ

ンセプトに、これまでは首都圏を中心に、昨年度からはラグビーワ

ールドカップを契機としたインバウンド客に向けても情報発信を開

始しているが、新型コロナウイルス感染症の影響などもあり、来客

者数の減少が見られる。

ついては、来年度の店舗移転を機に、より効果的な情報発信を行

い、県内の農家等生産者を始め、県民がその効果を実感できるよう、

事業の推進に努められたい。

⑧「ベリーツ」、「うまみだけ」の生産・消費拡大について

県では、新ブランドの生産・消費拡大のための取組を行っており、

いちご農家に対し、オリジナル新品種「ベリーツ」への品種転換を

支援しているが、従来品種に比べ、高単価販売などの優位性がある

にもかかわらず、栽培技術面での不安等から導入拡大に踏み切れな

い生産者が存在する。

乾しいたけについては、新ブランド「うまみだけ」を立ち上げ、

新たな消費者層の獲得に向けた取組を支援しているが、家庭内消費
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量は思うように伸びていない。

そこで、「ベリーツ」については、生産者の不安解消、導入推進

を、「うまみだけ」については、情報発信などによるブランド力向

上などを図り、新ブランドの生産・消費拡大に向けた取組に努めら

れたい。

⑨河川緊急情報基盤の整備について

令和２年７月豪雨では、水位計や河川監視カメラが破損、流失す

る事例が発生するなど、近年、予測を超える豪雨被害が多発してい

る。

ついては、水位計や監視カメラから得た情報を確実に避難に結び

つけるため、近年の水害の発生規模や頻度を勘案し、設備の安全性

の向上や洪水避難情報システムの更なる充実を進め、地域住民の迅

速な避難行動につなげられるよう努められたい。

⑩特別支援学校就労支援事業について

地域共生社会の実現には、障がいのある人とない人が共に働くこ

とが不可欠であり、県では特別支援学校生徒の一般就労を促進して

いる。

本事業による就労支援アドバイザーの配置で、職場開拓は着実に

進んでいるにもかかわらず、生徒の一般就労希望率は２年連続減少

し、一般就労率においても全国平均を下回り、前年度比８．５ポイ

ント低下している。

ついては、生徒・保護者の一般就労への意識と生徒の就労能力向

上に加え、就労支援アドバイザーを活用しながら、個々の特性に応

じたきめ細かなマッチングを図るよう努められたい。


